
 

 

 

 

 

 

 

つくば市議会 

更なる安全・安心な新型
コロナウイルスワクチンの
接種体制を求める決議を
採択する 
 

 つくば市議会では、6月25日に行われた 

市議会本会議で、更なる安全・安心な新型

コロナウイルスワクチンの接種体制を求め 

る決議案が黒田健祐議員から提案され、 

（賛成者・高野文男議員・小森谷さやか議

員・飯岡宏之議員・橋本佳子議員・小野泰

宏議員・金子かずお議員）全会一致で決議

案は採択されました。 

以下は決議文の内容 

 

更なる安全・安心な新型コロナウイルス 

ワクチンの接種体制を求める決議 

現在、つくば市では65 歳以上の方々に対

し、新型コロナウイルスワクチンの接種を

行っている。５月17 日から接種予約を始め、 

 

 

 

 

 

 

 

24 日の接種開始から現在まで、つくば市

職員はじめ、市内の協力医療機関など、数

多くの方々のご努力・ご協力によって、安

全・安心に進められており、さらに集団接

種も併せて行うなど、つくば市のワクチン

接種体制の取組に関し、つくば市議会とし

て、改めて感謝の言葉を申し上げるところ

である。 

予約開始当初は、電話がなかなかつなが

らないとの声。また、インターネットでの

予約は、高齢者の方々は不慣れなこともあ

り、接種予約に関して数多くの問い合わせ

もあった。しかし、時間の経過とともに、

予約も順調に行われつつあるとのことであ

る。今後は、社会的に孤立しがちな高齢者

に対する接種について、地域での声かけや

福祉・医療関係者などを始めとする支援強

化により、接種を希望する方が、安心して

円滑に受けられるよう、特段の配慮を求め

るものである。また、現在の65 歳以上の

方々への接種と並行して、64 歳以下の市民

や、基礎疾患のある方、介護業務従事者な

ど優先事業所に勤務する方への接種券発送

も始まったところである。先の接種予約や

接種における課題を教訓として、先進事 

例なども参考にしながら周知や接種体制な

ど、すでに十分配慮されていると思うが、

より万全な体制をとっていただきたい。長

い期間を要すると予測されるが、ワクチン

接種を希望するすべての方々の接種が無事

に終了するまで、更なる安全・安心な新型

コロナウイルスワクチンの接種体制を求め

るものである。 

以上、決議する。令和３年６月25 日 

つくば市議会 
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つくば市議会 

トリチウム等を含む処理水
の処分方法について再検
討を求める意見書を採択 
 政府は、東京電力福島第一原子力発電所

の構内に保管されている放射性物質トリチ

ウム等を含む処理水について、海洋放出と

する方針を正式に決定した。 

つくば市議会は、以下の 3項目について

の対策は国及び東京電力で講ずるよう意見

書を提出した。 

 

トリチウム等を含む処理水の処分方法 

について再検討を求める意見書 

政府は、本年４月13日に開催した廃炉・汚

染水・処理水対策関係閣僚等会議において、

東京電力福島第一原子力発電所の構内に保

管されている放射性物質トリチウム等を含

む処理水について、海洋放出とする方針を

正式決定した。 

これまで福島県はもとより茨城県内でも多

くの県民を始め、漁業関係者から海洋 

放出への反対や慎重な対応を求める声が挙

がっており、茨城県では、本年4月、政府 

の決定を受け茨城沿海地区漁業協同組合連

合会が内閣府及び東京電力から説明を受 

け、処理水の海洋放出に対し「絶対反対」

と即答しています。 

この間10年に及び茨城県もまた東京電力福

島第一原子力発電所事故の影響を受け、消

費者も地産地消による支援に努めてきまし

た。このような中、処理水の海洋放出の決

定は最悪のタイミングと言わざるを得ず、

本県の復興に対する政府の姿勢に大きな疑

念を抱かせ、信頼関係の更なる悪化を招く

と考えられます。 

処理水の処分については、茨城県の復興

の円滑な進捗を阻害する問題の発生や新た

な風評を助長するようなことがあってはな

りません。 

 

（2011年12月11日 ハイロパレード） 

復興を進めるためにも、強い信頼関係の構

築に向け、茨城県民を始め漁業関係者とも

丁寧な対話を行い、国民的な理解を得るた

め、政府及び東京電力が説明責任を果たし

ていくことが求められています。 

原子力政策及び東京電力福島第一原子力

発電所事故からの復興は、国及び東京電力

の責任でなすべきものです。よって、政府

においては、次の事項について対策を講ず

るよう強く要望します。 

１ 処理水は、当面の間、陸上保管を継続し、

トリチウム除去の技術を検討し、諸課題の

解決に取り組むこと。 

２ 処理水の処分方法については、漁業関係

者など関係する全ての方と十分な話合いを

行い、改めて決定すること。 

３ 政府及び東京電力は、茨城県民とも信頼

回復を図るため、関係者とこれまで以上に

リスクコミュニケーションを徹底し、関係

修復を図るための最大限の努力をすること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により提出

する。 

 

令和３年６月25日 

つくば市議会 

（提出先） 

内閣総理大臣 

農林水産大臣 

経済産業大臣 

環境大臣 

復興大臣 

原子力規制委員会委員長 


